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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定によ

り、平成 31年３月 29日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関し、別紙の

とおり再意見を提出します。  



（別紙） 

該当箇所 意見 

網終端装置の増設基準について、今後も一段の

見直しをしていただけるよう希望するところで

はありますが、品質と掛けられる費用に応じて

料金が変動するメニューを用意するという考え

方は一定の合理性が認められることから、C-X

型が今後も提供されるよう希望いたします。（フ

リービット） 

IPoE方式とは異なり PPPoE では各県単位の

POIで接続できることから、その接続において

こうしたメニューの選択肢が存在することは、

事業者にとって有益であり、仮に本メニューの

ような選択肢がなくなれば、増加し続けるトラ

ヒックへの柔軟な対応が困難になるおそれがあ

り、円滑なインターネット接続に支障をきたし

かねないと考えます。 

便益とコストとのバランスに応じて料金が変動

するとの考え方は合理性があることから、これ

までと同様の接続条件で X型が継続して提供さ

れるよう、適切に接続約款の規定がなされるこ

とを希望します。（NGN IPoE 協議会） 

現行メニューのラインナップにおける C-20型等

は ISP事業者にとって喫緊の課題である近年の

トラフィック増大による輻輳問題を解決する選

択肢の一つであり、当該メニューを利用できな

くなることはエンドユーザー品質の低下を引き

起こす懸念があるため現在と同じ条件での継続

を希望します。 

弊社は、トラフィック増大は ISP事業者にとっ

て重要かつ継続的な課題であり、今後も NTT東

西殿と ISP事業者との間で具体的な対策や抜本

的な方向性を継続的に協議することが必要だと

認識しています。その際には喫緊の課題への対

応との両立を目指すべきであり、現存の効果的

な選択肢を排除することはエンドユーザー保護

の観点からも避けることが望ましいと考えま

す。(朝日ネット) 

C-20型等のNTEの継続提供を希望する点に

ついては、既存のユーザへの影響を最小限にす

る観点からも必要であり、フリービット殿、

NGN IPoE協議会殿、朝日ネット殿各者の意見

に賛同いたします。しかしながら、C-20型 NTE

は C型NTEと同一の装置(同一原価)であること

から、法令の定めの通り、C-20型の網改造料は

直ちに C型と同一となるべきです。 

本改定では、第一種指定電気通信設備である

NGN中の網終端装置メニューに関し、C-20型

等(※２)について補完的な機能と位置づけ、平成

32（2020）年 6月末日まで、接続申込み及び接

続用設備の設置の申込みの受付を実施するもの

とする、としています。 

現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設

基準及び網改造料の水準等も踏まえて、C-20型

等のメニューを有効に活用していることから、

接続申込及び接続用設備の設置申込みの受付停

止後も、C-20型等と同等の品質メニュー・網改

造料負担である代替メニューの提供や、時代の

流れ（一契約当たりのインターネットトラヒッ

クの増加）に見合った新たなメニューの提供、

「C-20型等と同等の品質メニューの提供」「ト

ラヒックの増加に見合った新たなメニューの提

供」「増設基準の緩和等が行われることを要望」

といった KDDI殿の意見に賛同します。NTEは 

NTT東西殿によって設置基準・増設基準等が定

められ、NTT東西殿によって保守運用され、そ

してNTT東西殿によって NTT東西殿の網の中

に設置される装置です。問題の本質は、利用者

トラヒックが増加しているにもかかわらず、

NTT東西殿は自らの装置である NTEの増設を

適切に行わずこれを輻輳させ、さらにユーザク

レームで困窮してきた ISPに「ISPから要望」

として NTEを ISPの負担とさせるような仕組

みに切り替えてきていることです。NTT東西殿



既存メニューの増設基準の緩和等が行われるこ

とを要望いたします。（KDDI） 

は「収入は加入者ベースだから加入者ベースで

増設基準を設定している」と主張しています

が、携帯電話事業者や ISP、Yahoo!や

YouTube、Netflixなどのコンテンツ事業者、ク

ラウド事業者に至るまで、自らのサービス収入

が加入者単位であるか否かにかかわらず、設備

の増設はトラヒックベースで行っています。ト

ラヒックベースでの増設はネットワークサービ

スの品質の維持のためには極めて常識的な考え

方です。 

NTT東西殿が設置するNTE の輻輳によってこ

れまで多くのユーザクレームが発生していま

す。そのクレームで困窮した ISPの声を、NTT

東西殿は「ISPからの要望」と解釈し、ISPの

費用負担としました。これは本来提供されるべ

き標準的な品質を考慮していないことに大きな

原因があります。ユーザのクレームは優位的サ

ービス(オプション的サービス)を求めたものでは

なく、あくまで標準的に想定される品質を満た

していないことによる苦情です。 

 オプションサービスの提供などについて必ず

しも否定されるものではありませんが、標準的

機能や性能が定義されたあとに、それを上回る

ものに対してオプションと定義されるものであ

り、まずは標準的機能・性能を満たすことが必

要です。 

 現在も数多くのユーザが不満を持っており、

インターネット上のユーザの声だけでなく一般

紙や雑誌などでも日本のブロードバンド品質の

劣化が報道されている昨今、NTT東西殿は増設

基準のセッション数を緩和して対応を行ってい

ると主張しています。しかしトラヒックが増加

する今日では問題の根本的解決にはなりませ

ん。解決には費用負担を変更することなく(NTT

東西殿が所有する装置の負担を ISPに押し付け

ることなく)、NTEの増設基準をトラヒックベー

スに変更することが必要です。 

ここに「相当」の文言を入れることで、C-20型

や C-50型のような、従来からの費用負担のルー

ルから逸脱する網改造料の設定が行われること

になれば本末転倒です。少なくとも、同じ機器

については同じ接続料となる現在の制度は維持

すべきで、ここに利用者数に応じて利用部門と

の配賦割合を変えることが可能になるような規

定を設けるべきではありません。現在の規定の

まま、引き続き公正妥当な配賦をするべきで

す。 NGNの設備は NTT東西が利用者から回収

する料金でまかない、ISP事業者はNTEのイン

タフェース部分からユーザ側の区間を負担する

というルールを一方的に変更し、強いること

は、消費者に対するサービス区間を一方的に変

更することであり、かつ接続事業者に対する

NTT東西の優越的地位の乱用に他ならないため

JAIPA殿、EditNet殿の意見に賛同します。

NTT東西殿が必要な NTEの増設に応じず、D

型 NTEや C-20型 NTEのような方法で ISP事

業者に費用負担の付け回しを行ってきた経緯を

踏まえれば、今後も消費者に対するサービス区

間や標準的品質の考え方を一方的に変更してく

る可能性があります。総務省殿におかれては上

記のように NTT東西殿のコストを接続事業者が

負担させられることがないよう、接続で提供さ

れる標準的品質の維持も含め十分に監督してい

ただくことを要望します。 



反対します。（JAIPA） 

ISP事業者がNTEのインタフェース部分にあた

る費用を負担し，残りはNTT東西が負担するこ

とは従来から変わらないルールですが，ここに

「相当」の文言を入れることで，C-20型や C-50

型のような，本来の費用負担のルールから外れ

る網改造料の設定が行われることになれば本末

転倒です． 

少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料とな

る現在の制度は維持すべきで，ここに利用者数

に応じて利用部門との配賦割合を変えることが

可能と読めるような規定を設けるべきではあり

ません． 

現行の NTEでは，インタフェースパッケージが

本体と一体になっていることが本改定の理由と

思いますが，それは機種によって異なるもので

すし，設備と機能は従来から必ずしも一致する

ものではないので，現在の規定のまま，引き続

き公正妥当な配賦をすることで十分です． 

NGNの設備は NTT東西が利用者から回収する

料金でまかない，ISP事業者は NTEのインタフ

ェース部分からユーザ側の区間の費用を負担す

るというルールを一方的に変更するようなこと

は，NTT東西による優越的地位の濫用に他なら

ないため反対です．（EditNet） 

 

C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」、当面提供するという点についても、本来、

PPPoEのNTEが従来の増設基準で最低限のサー

ビスを提供できていないという問題を放置する

ものです。PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担

で円滑なインターネット利用を可能にする程度

に用意していただく必要があるため、接続事業者

は本来 C-20 型のような NTE を使う必要性がな

いはずです。C-20 型を設置している接続事業者

が、最低限のサービスを提供するためにやむを得

ず追加負担を受け入れている現状からすれば、今

回の総務省の行政指導を受けてなすべきことは、

まず C型全般の「増設基準」を C-20と同一のも

のに揃え、C型の接続料で接続事業者との接続に

応じることであると考えます。（JAIPA） 

C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」，当面提供するという点についても，本来，

PPPoE方式の NTEが従来の「増設基準」で最低

限のサービスを提供できていないという問題を

放置するものです．PPPoE 方式の NTEは，NTT

東西の負担で円滑なインターネット利用を可能

にする程度に用意していただく必要があるため

（総務省からの行政指導等も踏まえて規定され

た接続約款 25 条 1 項 5 号），NTT 東西がこれを

遵守していれば，接続事業者は本来，C-20型のよ

うな NTE を使う必要がないはずです．最低限の

サービスを提供するために C-20 型を設置するこ

EditNet殿の意見に賛同します。 

C-20 型や C-50 型 NTE は、ISP が原価を越え

たコストを負担することで維持してきた NTE で

す。 

NTT 東日本殿が総務省に報告したところによ

ると、C-20型等のNTEを使っている事業者は 48

社のうち 18社、NTEの台数ベースでも全体の 3

割を締めており（平成 30年（2018年）4月 5日

付け総合通信基盤局長あて回答文書・東相制第

18-00002号）、このことは標準的なサービスを提

供するために、多数の特殊な NTE が使われてき

ていることを示しており、いかに現在の NTE 増

設基準が実態と乖離したものであるか明らかで

す。 



とが実質的に必須となる状況からすれば，先の行

政指導を受けてまずすべきことは，C型全般の「増

設基準」を C-20 型と同一のものにそろえ，C 型

の接続料で接続事業者との接続に応じることで

はないかと考えます． 

よって本件の認可には反対します．総務省には，

C型の接続料（インタフェース部分に対応する費

用）を ISP事業者が負担することで，ユーザの円

滑なインターネット利用のために必要な台数の

NTE を設置できるように，NTT 東西を指導して

いくようお願いします．（EditNet） 

本来 PPPoE の NTEは、NTT 東西の負担で円滑

なインターネット利用を可能にする程度に用意

していただく必要があるにもかかわらず、現状の

「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追

いついておらず、引き続き引き下げや、トラヒッ

クベースへの移行が必要です。「増設基準」は今後

も、円滑なインターネット利用 が可能な必要な

水準、つまり本来の水準に是正されるべきもので

すから、D 型 NTE を他の NTE に変更できる経

過措置を「今回の接続約款変更から 3か月以内」

とするのは不当ないし不十分であり、少なくとも

「増設基準」が最終的に決着して一定期間を経過

するまでは、引き続き変更を認めるべきです。

(JAIPA) 

本来 PPPoE 方式の NTEは，NTT 東西の負担で

円滑なインターネット利用を可能にする程度に

用意していただく必要があるにもかかわらず，現

状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全

く追いついておらず，当社や所属団体の JAIPAも

かねてから主張している通り，引き続きセッショ

ン数の引き下げや，トラヒックベースへの移行が

必要です． 

「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利

用が可能な水準，すなわち本来の水準に是正され

るはずのものですから，D型 NTE（料金表 網改

造料 53 欄ウ欄(東日本) 51 欄ウ欄(西日本)に規定

するNTEをいいます．）を他の NTEに変更でき

る経過措置を平成 30 年（2018 年）5 月 31 日時

点で設置されているD型NTEに限り，さらに「今

回の接続約款変更から 3か月以内」とするのは不

当ないし不十分です．少なくとも今回の増設基準

の問題が最終的に決着してから一定の期間を経

過するまでは，すべての D型 NTEについてその

他のNTEへの変更を認めるべきと考えます． 

よって，「平成 30 年５月 31 日までに申込みがあ

ったＩＰ通信網終端装置」との限定をなくすとと

もに，「本規定の適用日から３ヶ月を経過する日

までに協定事業者が申し出た場合」についても，

当面の間の経過措置とすべきです．（EditNet） 

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。NTE増設基準の問題が解決していないのに、

経過措置の対象となる D 型 NTE の対象を限定

し、さらに「3 か月以内」に区切ることに合理的

な理由はありません。 

今回の接続約款変更案のうち、PPPoEのNTEに

関する部分の変更は、NTT 東日本が C-20型、C-

50型NTEについての行政指導を受けたことが端

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。利用者料金がユーザ単位料金であるのは、

NTT 東西殿に限らず ISP 事業者やその他事業者



緒と思われますが、今回 NTT 東西は、接続約款

を変更することでNTEの増設費用を ISP事業者

に転嫁しようとしている状況です。そもそも NTT

東西は、円滑なインターネット利用が可能な程度

の NTE を用意する必要があるのですから、現状

の問題は「増設基準」がトラヒックの増加に追い

付いていないことに結局行きつくものです。NTT

東西は総務省の接続料の算定に関する研究会の

席上で「利用者料金がユーザ単位料金であるので

セッションベース基準が妥当である」と主張して

いますが、ISPや Youtube, Google, Yahoo など、

ユーザ単位で課金しながらもトラヒックベース

で増設していることから、NTT東西の主張は業界

の常識に照らして合理性がありません。よって、

NTT東西は「増設基準」を直ちにトラヒックベー

スに変更する必要があり、総務省においては本件

の接続約款変更をただ認可するのではなく、トラ

ヒックおよび法令の規定に見合った「増設基準」

への変更をすべきです。また、トラフィック計測

は業界標準の 5 分おきにすべきです。(ここでい

う 5分計測とは、5 分間にインタフェースで送信

及び受信した総データ量を時間で割ったもので、

これを 1 時間に 12 回行うことを指します。）

(JAIPA) 

今回の接続約款変更案のうち，PPPoE 方式の

NTE に関する部分は，NTT 東日本が C-20 型，

C-50型NTEについて行政指導を受けたことが端

緒と思われますが，今回 NTT 東西は，接続約款

を変更することでNTEの増設費用を ISP事業者

に転嫁しようとしている状況です． 

そもそも NTT 東西は，円滑なインターネット利

用が可能な程度の台数の NTE を用意する必要が

あるのですから，現状の問題は「増設基準」がト

ラヒックの増加に追い付いていないことに結局

行きつくものです．NTT東西は従来から「利用者

料金がユーザ数単位であるので，セッション数ベ

ースが妥当である」と主張していますが，利用者

料金がユーザ数単位なのは ISP 事業者も同じで

あり，その中からバックボーンや通信機器のコス

ト削減を行い，回線容量の増強に努めているので

す．よって NTT 東西は直ちに「増設基準」をト

ラヒックベースに変更する必要があります．総務

省においては，本件接続約款変更をただ認可する

のではなく，トラヒックおよび接続約款の規定に

見合った増設が可能になるよう，引き続き注視く

ださるようお願いします．(EditNet) 

も同様です。その中で ISP事業者やコンテンツ事

業者は、定額制の料金の中で、トラヒックに応じ

てバックボーンの増強などを行っているのであ

り、NTT 東西殿だけがいまだにセッション数(ユ

ーザ数)での増設の立場を取っています。トラヒッ

クの計測方法を含めて、業界の常識に見合ったト

ラヒックベースでの設備増強を行うべきです。 

JAIPAも従来から主張していますが、NGNの利

用が拡大するにつれてインターネット以外(優先

転送や電話サービス等)接続事業者にとっては県

間区間伝送機能の利用が事実上必須になってい

ることから、これも第一種指定電気通信設備に組

み入れるか、第一種指定電気通信設備と同等の規

律を設けることが必要です。(JAIPA) 

  JAIPA殿およびEditNet殿の意見に賛同しま

す。IPoE 方式において県間区間伝送機能は事実

上必須の機能であり、その料金が低廉化すること

で、地域の ISP等にとって NGNへの参入ハード

ルが低くなり、多様な強みを持った ISPの参入が

促されます。また、県間伝送路設備区間において

も競争が促進されます。 



 

当社の所属団体である JAIPA もかねて主張して

いますが，NGN の利用が拡大するにつれて，県

間区間伝送機能の利用が事実上必須になってき

ていることから，県間区間の接続料制度について

も，第一種指定電気通信設備として扱うか，これ

と同等の規律を適用することが必要と考えます． 

例えば，IPoE接続に参入するためには，事実上県

間区間伝送機能を利用することが必須になって

いますが，この接続料は高額で，当社のような地

域 ISP が利用することは困難ですし，IPoE 接続

を考える上でのハードルの 1つになっています．

県間区間伝送機能の接続料が妥当な水準に引き

下げられ，同時にコストドライバもスモールスタ

ートが容易なものになれば，当社も利用を検討す

ることが可能になってきます．現状より多くの

ISP事業者が市場に参入（市場の地理的範囲を拡

大）することは，競争の促進にもつながると考え

ます．（EditNet） 

そもそも、NTT東日本は法令および接続約款の規

定に反して、C 型と全く同一の装置である C-20

型および C-50 型の網改造料を、C 型よりも高く

設定して接続事業者から取得していたことが問

題になったのであって、違法状態を合法にするた

めに後から接続約款を変更することは、明らかに

妥当性を欠いています。NGNの設備はNTT東西

が利用者から回収する料金でまかない、ISP事業

者はNTEのインタフェース部分から ISP側区間 

を負担するというルールを一方的に変更し、強い

ることは、消費者に対するサービス区間を一方的

に変更することであり、かつ接続事業者に対する

NTT 東西の優越的地位の濫用に他ならないため

反対します。（JAIPA） 

そもそも，NTT東日本は法令および接続約款の規

定に違反して，C型と全く同一の装置である C-20

型および C-50 型 NTE の網改造料を，C 型より

高く設定して接続事業者から取得していたこと

が問題となったのですから，後から接続約款を変

更して違法状態を合法にすることは，妥当ではあ

りません．これが前例になってしまうと，接続約

款によらないメニューを提供し，それを既成事実

化させることで後から認可申請をすることがで

きることになってしまい，接続制度と相容れない

結果になってしまいます．この点からも認可に反

対します．(EditNet) 

 JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。NTT東日本殿は法令および接続約款の規定に

違反して、C型 NTEと全く同一の装置である C-

20 型 NTE および C-50 型 NTE の網改造料を不

当に高く設定して、それを長年にわたり接続事業

者から徴収していたことが問題であるとして行

政指導を受けたものであり、早急に C-20型等の

NTEは、現行の接続約款に適合させる形で、C型

と同額の接続料により提供されるべきです。 

 

NTE は NTT 東西殿によって設置基準・増設基

準等が定められ、NTT東西殿によって保守運用さ

れ、そしてNTT東西殿によって NTT東西殿の網

の中に設置される装置です。適切な認可のプロセ

スを踏んで実施され、公平かつ適正な接続環境が

維持される必要があるところ、総務省殿におかれ

ても十分に監督していただきたいと考えます。 

 


